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お支払いする保険金のご説明【所得補償保険】 
所得補償保険の普通保険約款、特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説明します。詳しくは、ご契約のしおり（普通保険約
款・特約）をご参照ください。 

１普通保険約款の補償内容 
ご注意 

所得補償保険は、補償内容が同様の保険契約（所得補償保険契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契約を含みます）

が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一

方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、契約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※複数あるご契約のうち、これらの補償を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居

への変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

１．被保険者が、身体障害を被り、その直接の結果として保険期間中に就業不能になった場合に、被保険者が被る損失に対して保険金をお支払い
します。 

２．被保険者は、保険証券の「被保険者」欄に記載の方となります。 

（注）保険金支払対象外の身体障害の影響などにより身体障害の程度が大きくなった場合は、その影響がなかったときに相当する就業不能期間に対
して保険金をお支払いします。 
保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

所得補償
保 険 金 

身体障害により、就業不能となっ
た場合 

保険金額  × 
就業不能期間

の月数(＊)
 

＋ 保険金額  × 

就業不能期間のうち

１か月に満たない

期間の日数

30

 

(＊) 就業不能期間の月数は、１か月単位
とし、１か月に満たない期間は切り
捨てます。 

 

※ 就業不能期間は、保険証券記載のて
ん補期間が限度となります。 

※ 平均月間所得額が保険金額より小さ
い場合は、上記算式の「保険金額」
を「平均月間所得額」に読み替えて
適用します。 

※ 免責期間を超える就業不能が終了し
た日からその日を含めて６か月以内
に再び就業不能になった場合は、前
の就業不能と同一の就業不能として
取り扱います。 

※ 保険金または共済金が支払われる他
の保険契約等がある場合において、
それぞれの保険契約または共済契約
の支払責任額(＊)の合計額が、平均
月間所得額を超えるときは、下記の
額を就業不能期間１か月あたりの保
険金としてお支払いします。 
・ 他の保険契約等から保険金または

共済金が支払われていない場合
は、この保険契約の就業不能期間
１か月あたりの支払責任額(＊) 

・ 他の保険契約等から保険金または
共済金が支払われた場合は、平均
月間所得額から他の保険契約等
から支払われた保険金または共
済金の合計額を差し引いた残額。
ただし、この保険契約の就業不能
期間１か月あたりの支払責任額
(＊)を限度とします。 

(＊) 支払責任額とは、他の保険契約等が
ないものとして算出した支払うべき
保険金または共済金の額をいいま
す。 

(1)保険期間の開始時（継続契約の場合は継続され
てきた最初の保険期間の開始時）より前に就業
不能の原因となった身体障害を被っていた場合

については、保険金をお支払いできません。 
(2)次のいずれかによる就業不能に対しては保険金

をお支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険金受取人の故
意または重大な過失による身体障害 

②被保険者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為

による身体障害 
③治療を目的として医師が使用した場合以外にお
ける被保険者の麻薬、あへん、大麻または覚せ

い剤、シンナー等の使用による身体障害 
④被保険者の妊娠、出産、早産または流産による
身体障害 

⑤戦争、外国の武力行使、革命、内乱等の事変ま
たは暴動による身体障害※1 

⑥核燃料物質などの放射性・爆発性・有害な特性

による事故による身体障害 
⑦上記⑥以外の放射線照射または放射能汚染によ
る身体障害 

⑧むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないも
の※2 

⑨被保険者が次のいずれかに該当する間に発生し

た事故によって被ったケガ 
ア．法令に定められた運転資格を持たないで自
動車等を運転している間 

イ．道路交通法第 65条第１項に定める酒気を帯
びた状態で自動車等を運転している間 

⑩地震もしくは噴火またはこれらによる津波によ

るケガ 
など 

(3)被保険者が被った精神障害を原因として発生し

た就業不能または被保険者の妊娠もしくは出産
を原因として発生した就業不能に対しては、保
険金をお支払いできません。 

(4)特定疾病等補償対象外の条件でのお引受けとな
り「特定疾病等対象外特約」がセットされてい
る場合、保険証券記載のケガまたは病気による

就業不能に対しては、保険金をお支払いできま
せん。 

※1 テロ行為によって発生した身体障害に関して
は自動セットの特約により保険金お支払いの
対象となります。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えている場合であっ
ても、脳波所見、理学的検査、神経学的検査、
臨床検査、画像検査、眼科・耳鼻科検査等によ
りその根拠を客観的に証明することができな
いものをいいます。 

 

＜用語の解説＞ 

【自動車等】とは 
自動車または原動機付自転車をいいます。 

【身体障害】とは 

急激かつ偶然な外来の事故によるケガと病気（ケガ以外の身体の障害をいいます）をあわせて身体障害といいます。 

【就業不能】とは 
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被保険者が身体障害を被り、次のいずれかの事由により、保険証券記載の業務に全く従事できない状態をいいます。なお、被保険者が身体障
害に起因して死亡した後または身体障害が治癒した後は、就業不能とはいいません。 

(1)その身体障害の治療(*)のため、入院していること。 
(2)上記(1)以外で、その身体障害につき、治療(*)を受けていること。 
 (*) 治療とは、医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 

【てん補期間】とは 

保険金をお支払いする限度日数であり、免責期間終了日の翌日からその日を含めて保険証券記載の期間をいいます。 

【免責期間】とは 
就業不能が開始した日からその日を含めて、継続して就業不能である保険証券記載の日数をいい、この期間に対しては保険金をお支払いでき

ません。 

【就業不能期間】とは 
てん補期間内における被保険者の就業不能の日数をいいます。 

【平均月間所得額】とは 
被保険者が就業不能となる直前12か月について、以下のとおり計算した額をいいます(＊1)。ただし、就業規則等に基づく出産・育児または
介護を目的とした休業を取得していたことにより所得が減少していた場合等は、客観的かつ合理的な方法により計算します。 

平均月間所得額＝ 
 年間収入額(＊2)－働けなくなったことにより支出を免れる金額(＊3) 

12(か月)
 

(＊1)被保険者が事業所得者の場合は、被保険者ご本人が働けなくなったことにより減少する売上高・経費等に応じて決定します。 

(＊2)給与所得、事業所得または原稿料等の雑所得に係る税引き前の収入額で、利子所得、配当所得、不動産所得等は含みません。就労の有
無にかかわらず得られる役員報酬等がある場合にはこれも含みません。 

(＊3)被保険者が事業所得者の場合は、その事業に要する経費のうち、接待交際費・旅費交通費などをいいます。 

２補償条件に関する主な特約 
普通保険約款の補償条件を拡大または制限する特約のうち主なものは下表のとおりです。 

特約名 概       要 

骨髄採取手術に伴う入院補償特約

（注） 

骨髄採取手術を直接の目的として入院していることにより、保険証券記載業務に全く従事できない場合につ

いても所得補償保険金をお支払いする特約です。 

※ 初年度契約については１年の待機期間があります。 
（注）すべての契約に自動セットされます。 


